
1 運動理論と領域仮説

アルヴィン・グールドナーが『社会学の再生を

求めて（The Coming Crisis of Western Sociology）』

を世に問うたのは 1970年のことである。ここで

40年近くも前に彼が構想した機能主義社会学と

マルクス主義との理論的収斂について改めて議論

するつもりはない。しかしグールドナーが試みた

「社会学の社会学」という研究のスタンスから、

彼自身もその中にいた「ラディカリズム」につい

て再考することは、今こそ価値のあることではな

いだろうか。グールドナーは当時の社会学に「危

機」を見出したわけだが、現在も新たな社会認識

の転換点にわれわれが立っているのではないかと

考えるからである。

特にここで考察の対象にしたいのは、社会運動

の理論である。社会運動とは、現状を問題視する

社会認識と、既成の秩序や体制に対する変革志向

と、変革を実践する集合的行為の複合体というの

が従来の定義の最大公約数であるが、その研究に

は社会心理学、社会学、組織論など、多くの分野

にわたる理論が含まれている。1970年代以降の

運動研究においては、当時のラディカリズムに刺

激されつつ様々な運動理論が生まれたが、やがて

それらは仮説群へと編成され、データにもとづく

検証がおこなわれていく。グールドナーのいう

「講壇社会学」のなかで社会運動研究も科学とし

ての地位を確かなものにしていった。

「運動の社会学」の科学的洗練化は必然のこと

といえる。しかし「運動の理論」には仮説検証型

の科学に包摂しきれない部分も多くある。たとえ

ば運動家が社会の現状を問題視する時、必ずしも

何らかの実証にもとづいて社会を認識しているわ

けではない。また社会運動は、いまそこに存在し

ない社会を予見し未来のユートピアから現状の変

革を志向することもある。むしろそのような実証

主義科学の範疇からはみ出る部分にこそ運動を理

論化する醍醐味があるともいえるだろう。社会運

動について考察する際に、グールドナーによる

「社会学の社会学」という方法をここで採用する

理由は、それによって運動理論の基層部分にある

社会認識の変化や転換を析出できないかと考えて

のことである。

グールドナーは社会理論の前提となる二つの要

素をあげている。ひとつは明示的に定式化された

仮説としての「公準」であり、もうひとつは社会

理論に特有なものとしての「背後仮説」である。

背後仮説とは、自明のこととして仮定されず明示

もされないが、諸公準を結び合わせる見えざる接

着剤として、理論づくりに影響を及ぼすと同時

に、理論の受けとめ方にも影響を与えるものだと

いう。グールドナーによれば、理論の形成にも関

与にも論理性や証明という科学的手続よりもむし

ろ、研究者個人が直感的に納得できるかどうか、

すなわち、その人のいだく背後仮説と一致するか

どうかの方が重要性を持っている。「直感的に納

得できると感じられる理論は一般に、予見された

もの、予知ないし予感されたものとして経験され

る」からである。

さらに、我々の経験一般に意味を与える形而上
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学のような背後仮説よりも、より範囲を限定され

た背後仮説、たとえば「人間は合理的である」

「社会問題は計画的介入なしに改善できる」など

人間と社会に関する背後仮説のほうが、社会学や

社会運動の理論により直接的な影響を及ぼし、社

会学の社会学としても焦点を定めやすい。適用範

囲が限定された背後仮説を、グールドナーは特に

「領域仮説（domain assumtions）」と呼んでいる

が、本稿で試みたいことは、社会運動理論におけ

る領域仮説がどのように変化し転換してきたのか

について概観し、その上で領域仮説の転換から逆

に来るべき運動理論を予測することである。

理論におけるラディカリズムは、その領域仮説

を問い直す作業であるともいえよう。そして、グ

ールドナーの時代を現在から見れば、ラディカリ

ズムおよび社会運動の形も意味も変わってしまっ

た。それらには別の名前をつけるべきなのかもし

れない。しかしなお、「社会運動」あるいは「運

動」は、変革の志向や実践を示す最も一般的な言

葉であり概念である。社会運動理論の領域仮説と

いうところに、今しばらく焦点を定めておきた

い。

2 合理的モダニティにおける

領域仮説の転換

それでは運動理論にとって着目すべき領域仮説

とは何だろうか。社会運動とは社会体制なり社会

関係に対する変革志向であるから、その問いは社

会認識の学である社会学とも密接に関わってく

る。すなわち、運動が社会の何を問題として認識

しどこを変えようとするのかという問いは、社会

学が社会をどのように認識してきたのかという問

題へと投げ返される。社会学の歴史を振り返ると

き、社会学の本格的成立は 19世紀後半の西ヨー

ロッパまで待たねばならない。社会運動の歴史も

また同じ地域と時代における労働運動や社会主義

の発生から大きな流れとなる。社会学も社会運動

も、市民社会に産業化が起こり新たな「社会問

題」群に直面する中で、その時代と地域の特殊

性、すなわち「モダニティ（近代性）」の前提へ

の懐疑、その変容の予感を共通の領域仮説として

もつ。両者の理論は、近代市民社会の再帰性を象

徴しているとも考えることができるだろう。

しかし『共産党宣言』発行後の 160年間を振り

返ってみても、社会学と運動が問うモダニティの

内容は大きく転換した。社会主義運動は衰退しつ

つあるとさえいえるが、いまここで社会運動を

「モダニティに内在する社会問題を発見し、その

変革を志向する集合的行為」として定義し直すな

らば、社会運動は変容しながらも存続している。

では変容し続けるモダニティの海図をどのように

描けばいいのだろうか。それが運動理論にとって

も、もちろん社会学にとっても最大の課題であろ

う。そこで本論は一つの試みとして、運動理論の

領域仮説がどのように転換していったかをたどる

一方で、さらに来るべき社会学理論を構想しつつ

モダニティの海図を描出する戦略をとる。運動理

論における「様々な領域仮説の仮説的再編成」と

もいえようか。

ここではモダニティの海図を二つの座標軸をた

てて描いてみることにする。まず第 1の軸では、

モダニティを「合理化」のプロセスとしてとらえ

る。この視点はマックス・ヴェーバーの社会学に

代表的だが、人間の社会生活全体を、地縁や血縁

にもとづく自然発生的なゲマインシャフト（共同

体）から目的や利益に応じて分化し編成されたゲ

ゼルシャフト（利益社会）への変動とする、フェ

ルディナンド・テンニエスの古典的概念にその原

型を求められる。（ゲゼルシャフト的な近代社会

は、機能的に分化しつつも各領域間の相互作用に

よって関連づけられ統合された社会システムとし

て、のちにタルコット・パーソンズが現代的に描
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きなおすことになるのだが。）

モダニティをこのように合理化の帰結とする社

会観から、社会運動の理論においても最初の有力

な領域仮説が形成される。それは、形式合理性の

原理に則る近代社会において人間は常に疎外さ

れ、合理的に編成された（はずの）社会は常に構

造的な矛盾と緊張をはらみ、その解決を求めて社

会運動が発生するという仮説である。それを〈疎

外・矛盾仮説〉と概括するならば、社会主義から

社会システム論にもとづく運動理論にいたるま

で、広範囲かつ最も有力な領域仮説群を構成する

ことになる。

疎外から解放されるためにはまず個人の主体性

の確立が求められるが、他方で構造的矛盾を解決

するために主体の合理的組織化が模索され、改め

てゲゼルシャフト的社会関係の実像が問われるこ

とになる。ヴェーバーが指摘したようにゲゼルシ

ャフト的関係の極点に官僚制があり、近代国家は

それを基盤にして支配を成立させている。そして

近代国家を主要な敵手として展開された社会運動

の多くも、みずから合理的な組織形態をとりつ

つ、国家権力の奪取あるいはそれへの接近を試み

ようとした。近代国家は合法的に暴力装置を独占

して集権化を進め、上からの産業化を推進して得

た富を傾斜的に配分する。社会運動も国家権力に

対する闘争として権力をめぐる政治的（しばしば

暴力をともなう）運動となり、あるいは福祉国家

下に典型的な再配分を要求する運動をモデルとす

る。運動理論も〈疎外・矛盾仮説〉から〈権力・

再配分仮説〉へと合理化され特化されるのであ

る。

ここで二つの仮説に通底する前提を指摘するこ

とができる。それは個人の要求が組合や党などの

公式組織のもとに集約され、疎外・抑圧された

「階級」の思想と利害も組織が（しばしば独占的

に）代表しつつ闘争することで構造的な矛盾を解

決しうること、さらに政権を獲得した後も各組織

を合理的に再編成することによって社会全体の普

遍的利益や秩序が達成されうるという社会学的集

合主義である。それは、一方で国家を頂点とし個

人を底辺とする垂直的な社会観（国家を中心とす

る公共圏の構想）を生みやすく、他方で社会運動

も排他的エリート主義や集権的な体質に陥りがち

になる。これらは今なお運動理論の主流を形成し

ているが、他方でその限界から新たなモダニティ

の水平線が眼前に出現することになるのである。

国家と並ぶ合理化のプロセスとして、モダニテ

ィには資本主義というもう一つの大きな原理があ

り、その発達によって国家のあり方もさらには社

会運動の形態も異なってくる。たとえば、資本主

義経済が歴史上比較的早くから発達した国におい

ては基本的に資本主義体制の正当性が強く信じら

れているので、議会制民主主義のもとで保守から

革新にわたる複数の政党が選挙によって政府を交

代させながらも国家を維持していくことが可能に

なり、社会運動も社会民主主義を中心に制度内で

も徐々に展開できるようになる。他方、資本主義

の発達が遅いと国家は性急な経済発達を目指して

開発独裁的になり民主主義は十分に発達しにくく

なる。社会運動も非合法化されることが多く、プ

ロレタリアート＝一党独裁的な革命観のもと、運

動が政権を獲得した後にも集権的で計画経済的な

政策をとりやすい。資本主義の発達段階から国家

による合理化プロセスは相対化されうるのであ

る。

近代国家と資本主義の発達を考えるならば、20

世紀前半までは安価な工業資源と労働力を争奪す

る帝国主義が色濃く体制間の違いも大きかった

が、やがて発展途上国がナショナリズム（民族主

義）に訴えて自国民の意識を喚起し、また社会主

義国家群は独自の経済圏を形成して先進国に対抗

した。20世紀の後半に入ると、東西の冷戦構造
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が確立され、植民地の独立が相次ぎ、それぞれの

体制内で国家による再配分が強化され、多くの社

会で中間層が多少なりとも厚みを増して、体制間

の違いは収斂されていくかに見えた。

しかし、国家は資本主義の発達に必要な公共財

を供給し資本主義も国家による市場統制を必要と

するが、それが一定水準に達すると、資本主義は

自ら資本の拡大を求めて国境を越えると同時に、

生産される商品やサービスの消費者をさらに増大

させようとする。やがて資本の論理は逆に国家

（官僚制）による再配分や規制を非効率で腐敗を

まねくものととらえ、より自由な競争を求めはじ

める。いわゆる新自由主義の出現である。新自由

主義は国家による再配分機能を否定するのである

から、階層間格差が拡大し再び貧困の克服を目指

す社会主義的運動が起こると予想される。ところ

が必ずしもそうはならない。国家が形成してきた

公共性への信頼がいったん揺らぎ始めると、その

権力や再配分を求めて運動が組織化をおこなう前

提となる集合主義も成り立たないからである。

ここでモダニティの海図を描くための第 2の座

標軸が求められる。合理化のプロセスは一方で国

家を頂点とする集権的かつ排他的な社会観を形成

する。他方、資本主義も利潤と拡大を追求する点

で合理化のプロセスに違いないが、社会的行為の

基本的要素を資本と労働の交換とととらえる点

で、水平的かつ開放的な社会観を根底にもつ。す

なわち、共にモダニティを構成する重要な要素で

ありながら、国家と資本主義の論理は対極的な社

会観にいたる。そしてモダニティの中に集合主義

から個人主義へというもう一つの極を出現させる

のである。

これを社会運動の側からみると、集合化および

集権化の契機を失った運動は、階級闘争の路線を

めぐって深刻な分裂と対立を繰り返しながら（た

とえば、1970年代以降の日本における新左翼運

動の混迷と「内ゲバ」事件のように）、異なる次

元で社会運動の個人主義化を追求し始める。そも

そも新自由主義は福祉国家における再配分の段階

を経た後に登場するものなので、すでに社会にあ

る程度の中間層の形成と社会的資源の蓄積がなさ

れており、貧困層を主体とした階級闘争という領

域仮説は成り立ちにくい。むしろジェンダー、エ

スニシティ、身体、あるいは科学、環境など、個

別の（非経済的な、むしろ文化的な）カテゴリー

を拠り所にした異議申し立てが、新しい社会運動

として競争的に出現する。新しい社会運動の理論

的特徴は、集合主義や組織主義を排して、あくま

で個別的要求から発するがゆえに、下からの動員

を主力としつつ、必ずしも権力の獲得や再配分に

こだわらない。権力・再配分仮説とは一線を画す

る点で、それを〈アイデンティティ・動員仮説〉

と呼びうる。しかし、個別化された社会運動のま

までは、結果的に国家に対する市民社会の抵抗力

を弱め、国家の自立性を強めてしまう逆説を伴

う。ここにいたって、モダニティに対する異議申

し立てとしての社会運動は、国家と資本主義の二

図 モダニティの構図と社会運動の各領域仮説
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つの論理間の隘路に迷い込んでしまうのである。

3 再帰的モダニティと運動理論の構想

前節でたてた二つの座標軸についてもう一度考

えてみよう。そこでモダニティは合理化のプロセ

スとしてとらえられ、一方では国家を中心に様々

な機能集団を集権的に編成しつつも、他方では資

本主義の成熟の中で個人がそれぞれの多様なアイ

デンティティを追求するようになった。国家と資

本主義の歴史的共存関係が成立しなくなった 21

世紀初頭の現在、モダニティは終焉を迎えるので

あろうか。グローバル社会を見るかぎり、その答

えは否である。なぜならば、その拠点を移動させ

ながら、国家も資本主義もそれぞれの自己運動を

続けており、終わるようには見えないからであ

る。そうであるならば我々は国家ではない集合主

義の拠点（公共圏）、さらには資本主義によらな

い個人の関係性のあり方、つまりは合理化のプロ

セスとしてではないモダニティを、そして権力・

再配分仮説にもアイデンティティ・動員仮説にも

よらない社会運動の理論を構想する必要があるだ

ろう。

20世紀半ばまでのモダニティにおける合理化

は、一方で法のもとに強制力を独占する官僚制に

よって支配と再配分を行なう近代国家、他方で資

本家階級が労働者階級から搾取し利潤と資本を増

殖させる資本主義の二つの原理が「国民国家」の

枠内で対立しつつも均衡する上に成り立ってい

た。しかし 20世紀も 70年代に入ると、国家官僚

の正当性は専門的かつ権力内的な知識の独占によ

るものとなっていく（ビュロクラートからテクノ

クラートへ。）さらに福祉国家の中で経済・財政

や厚生・教育関係の官僚に権力の重心が移行す

る。また資本主義も、大量生産・大量消費を基調

とする工業におけるフォーディズムから多品種少

量生産と情報サービス産業への成熟がおこると、

労働者も消費者としての側面を強めていく。彼ら

は貧困や搾取からの解放よりも、個人としての選

択の自由を求め始める。その中で、社会運動も単

なる反権力・反資本のもとに結集するのではな

く、より知識や文化を争点にしながら多様化して

いく。新左翼から新しい社会運動へといたる流れ

を見るならば、従来の直線的な合理性を批判しつ

つ、みずからもそのくびきから逃れる運動に転換

をはかったといえるだろう。

しかし、「新しい」社会運動の発生とその形態

によるだけでは、モダニティの行方を十分に推し

量ることはできない。そこで角度を変えて、モダ

ニティの構成要素である国家と資本主義が共存関

係からどのように離反していったかについて検討

してみよう。まず、近代国家の成り立ちを世界の

中で考えるならば、少ない工業化先進国を除いて

ほとんどの国と地域は、植民地状態からの独立、

あるいは東西冷戦における衛星国としての位置を

獲得確保しなければならなかった。さらにその国

境線は多くの場合、外在的な理由（特に旧宗主国

や近隣国との力関係）から人為的に引かれたもの

にすぎなかった。その中で、国や地域の統合のよ

りどころとして、民族（ナショナリズム）や宗教

や言語などがあらためて近代化の中で再構築され

ていく。もちろんそこでの語られかたは伝統的・

本質的なものとしてであったが、やはり構築され

た原初主義・原理主義という面が大きい。とりわ

けナショナリズム運動は、大国の帝国主義に抵抗

し経済的にも独立と発展を勝ち取るために繰り返

し出現することになる。さらに、それは合理化と

しての近代化の極点に達した先進国でもあらため

て呼び起こされる。各国に固有の原初・原理主義

は、それぞれの歴史の中に発端を見いだすことが

できるものの、国家の正当性が揺らぎあるいは資

本主義による社会の断層化が進む現代において、

むしろナショナリズムが強くなる傾向がある。そ
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れらは国家によって主導される場合もあるが、や

はり国家の枠内に収まらない集合主義の産物とい

えるだろう。そこで生まれる社会運動理論の領域

仮説をここでは〈原初・原理主義仮説〉と呼ぶこ

とにする。

次に資本主義の発達について考えるならば、19

世紀的な資本主義の原型は 20世紀初期にアメリ

カで始まったフォーディズムに取って代わられ、

大衆消費社会の出現は分厚い中間層を生む。しか

し、20世紀後半に入って、それまでの後発国の

工業化が進むと先進国側の優位が揺らぎ、資本は

国家の規制を逃れて資源と労働力を求めて海外に

進出し、新たな国際分業体制をつくり出し、金融

はグローバル化すると同時に投機的な性格を強め

ていく。また工業社会から情報社会への転換も資

本主義が加速度的に国家の領域を超える大きな原

動力となっていった。そこで、グローバル化はし

ばしばそれに反発する社会運動（アンチ・グロー

バライゼーション）を引き起こしたとされるので

あるが、それは経済的進出に対してだけではな

い。前節で述べたような、個人主義および合理主

義を色濃くもっている社会運動もまた先進経済国

を越えて広がっていくのである。しかもそのまま

の形ではなく、異なった文化的文脈の中で転換さ

れ、モダニティに新たな意味を与えていく。反グ

ローバライゼーションの運動は単に資本主義の功

利主義や効率主義による搾取・格差への反発とい

うよりも、自分たちの文化の中で異なる意味をも

ちはじめたモダニティへの文化的反応というべき

であろう。それは反国家権力あるいは階級闘争と

いった大きな「歴史的な物語」をもっているわけ

ではなく、むしろ個々の生活から生まれた多元的

運動である。そして、ナショナリズムや宗教的原

理主義のような強い集合的基盤をもつものでもな

く、その時々に直面した状況に対する個人と個人

のつながりの連続体（ネットワーク）といった形

態をとる。

では、国境を越えて伝わるモダニティの内容と

は何か。それは欧米の近代の中で培われてきた人

権、自由、民主主義、あるいはフェミニズム、エ

コロジーなどを重視する市民的価値観である。た

しかに人権や民主主義は欧米市民社会の中で生ま

れ育まれたものではあるが、その中に埋め込まれ

た普遍主義的要素が、異なる文化的文脈の中で転

換されて新たな社会運動を生むと考えられる。た

とえば女性の政治経済的権利の拡張を目指して始

まったフェミニズム運動は、ある社会では「生ま

ない選択」と「生命重視」の対立を生み、あるい

は「働く権利」と「主婦をする自由」の間の矛盾

を暴き、または「公教育を受ける義務」と「宗教

的に定められた服装をする権利」の桎梏に陥る。

これらは近代と伝統の対立というよりはモダニテ

ィのあり方への解釈の問題といえよう。すなわ

ち、グローバル化の中でメディアとコミュニケー

ションが拡大し、様々な価値観が伝わっていく。

その際、普遍性をもつ価値観ほど速く広く伝わっ

ていくに違いないが、それはさまざまなネットワ

ークの中でローカルなものとして再解釈され、そ

れがまたさらなるネットワークを生む連鎖とな

る。このような運動の領域仮説は〈市民・ネット

ワーク仮説〉と名付けうるだろう。

以上、合理化プロセスとしてのモダニティに対

置させる形で、集合主義としての〈原初・原理主

義仮説〉と個人主義に発する〈市民・ネットワー

ク仮説〉を提示した。あらためて合理化としてで

はないモダニティとは何かと考えるならば、モダ

ニティからさかのぼった歴史性の再構築であり、

モダニティがもつ市民的価値の再解釈であるとい

えるだろう。すなわちそれは再帰的なモダニティ

である。21世紀が 9.11事件によって象徴的な幕

開けを体験したように、あるいは分断された国際

社会が地球温暖化などの環境問題の解決プロセス
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に新たな公共性の創造を託そうとしているよう

に、現在は合理的近代から再帰的近代への転換期

ととらえられ、社会運動の領域仮説も、直線的な

合理化プロセスへの批判あるいはその獲得ではな

く、近代性を準拠点としつつも近代社会を再構築

・再解釈する螺旋的な再帰的運動としてとらえる

ことができる。モダンをプレモダンへの遡行によ

ってでもなければ、ポストモダンへの移行からで

もなく、モダニティじたいの永久運動としてとら

えることが、もっとも現時点での直感ないし予感

に近いのではないだろうか。

あらためて社会学に投げ返すならば、産業化と

いう「怪物」に直面した近代社会は、それを集合

主義と個人主義の間の緊張ととらえ、個人の合理

的な組織化（あるいはシステム化）によって制御

しようとした。「組織」こそがモダニティに対す

る社会学の解であった。しかし、情報化・グロー

バル化という新たに出現した怪物は、人間の組織

における営みを大きく無力化してしまった。組織

内のコミュニケーションは情報化によって著しく

効率化され捨象されてしまい、組織内の協働プロ

セスはグローバル化の中であまりにも広く拡散し

てしまったからである。かつての組織において

は、様々な価値はその統合のために中和されたが

（イデオロギーの終焉）、反対に組織が相対化され

てしまうと、より普遍的で「強い」価値を、ネッ

トワーク社会の中でより早く伝え、さらに個別の

状況の中でそれを再解釈しつつ、ローカライズし

てゆかねばならない。組織にかわる解は、モダニ

ティの市民的価値を再提示してそれに公共性をあ

たえていくメディアとしてのネットワークであ

る。もとより、国家と資本主義のシステムはさら

に存続していくが、並行して浸透する再帰的近代

においては、原初・原理主義を受け止めつつも、

それを市民ネットワークの中で換骨奪胎してより

広い価値へと投げ返す社会運動の構想が求められ

る。

4 20世紀後半のアメリカにおける

領域仮説の転換

モダニティと社会運動の原型は（ロシアも含め

た）ヨーロッパに求めることができるが、アメリ

カは知識・科学・教育にもとづく国家統治をより

洗練させ、さらに生産よりも消費へ、工業よりも

情報・サービスへと資本主義のあり方を転換する

ことによって、本格的なグローバライゼーション

を引き起こした。そしてモダニティを新たな次元

に導き、社会運動の研究においても大きな転換を

もたらした。前節までに述べた観点からアメリカ

における社会運動理論の転換について以下に分析

の概略を示したい。

4. 1 歴史社会学による社会システムとモダニテ

ィの分節化

もとよりアメリカ社会学にはシカゴ学派に発す

る「集合行動（collective behavior）」という社会

運動に相当する研究分野があったが、自らのパラ

ダイムと理論から、ヨーロッパにおける社会運動

を再解釈・再分析する歴史社会学的研究が 1960

年前後から始まっていく。その背景には、国家と

資本主義、あるいは集合主義と個人主義という相

対立する原理を社会システムという概念のもとに

統合しようという潮流があった。

ニール・スメルサーは、『産業革命における社

会変動：1770～1840年のランカシャー地方綿工

業への理論の適用』を 1959 年に出版している

が、まず近代化を社会構造の分化ととらえて、機

能しなくなった役割や組織は、より効果的に機能

する 2つ以上の役割や組織に分化すると仮定す

る。そして分化は、社会構造の不均衡、社会不

安、不満の表明、社会統制による制御、構造修復

のための資源の動員、新しい社会単位の生成と、
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社会システム論に沿いながら一連のプロセスとし

て理論化される。構造分化は必然的に緊張を伴う

ものであるが、より合理的な組織へと再編される

ことによって解決される。社会運動もその一環に

位置づけられるのである。

スメルサーは、産業革命下の英国労働者階級の

家族とコミュニティが徹底的に変容・分化し、同

時に協同組合や労働組合などの新しい組織が生ま

れる過程に分析の焦点をあてる。そして従来のマ

ルクスの資本論、英国の社会主義的歴史学、古典

派経済学による労働階級論の妥当性を検証しよう

とする。彼は 19 世紀の労働運動を分析しなが

ら、当初、労働者たちが好況時に賃金の値上げと

ともに労働時間の延長と子供の長時間労働を要求

し、不況時にはむしろ労働時間の短縮を要求して

いた点に注目している。すなわち、労働者のスト

ライキが発生するのは経済的理由からというより

も、産業革命の技術革新の中で女性や子供たちま

で労働力として駆り出されるようになり、その中

でまず大人と子供の労働時間を一致させることに

よって家族の紐帯や道徳的教育的機能までが分化

しないように防衛しようとしたからであり、単な

る賃上げ要求ではなく家族の構造的分化に対する

抵抗の結果であるとした。また初期の労働運動に

は協働主義のユートピアや、衛生や道徳や性に関

する様々なイデオロギーが含まれており、『資本

論』の「搾取」概念では曖昧すぎて、構造分化モ

デルのように合理化とイデオロギーとのシンボリ

ックな関係を特定できない、また当時の労働者階

級全体で見ると、運動が発生した工場以外のほう

が（社会主義者がいうような）はるかに悲惨な状

況があったとも、スメルサーは批判する。

しかし 19世紀も半ばになると、従来の家族構

造では労働現場の技術革新に適応できないことが

明らかになり、家族は工場で働く男たちと家に残

る女性や子供たちへと分化していく。それに並行

して労働組合も変化し、親方を中心とする職場コ

ミュニティからの分離、組合の地域的統合が進む

一方で、労働者の生活保全のための貯蓄銀行や消

費生活を守る消費組合などが分離独立していっ

た。これらの歴史をスメルサーは家族という経済

的単位の構造分化として跡づけていく。各時代の

労働運動を別々にとらえるのではなく、社会全体

では「不変」の家族の機能を準拠点としつつ、そ

の分化の過程として家族から労働組合が分化して

いったとする。そこで動員される資源は一般的な

ものからより特殊なものへと移行するのであり、

どのような資源が動員されるかを分析することに

よって、分化の各段階とも正確に対応させ、より

一貫性のある説明が可能になるのだという。

スメルサーはこの後 1963年に『集合行動の理

論』を著して理論の総合化を試み、それがゆえに

また「非合理的な社会運動」像を定着させた張本

人として激しい批判にさらされるわけであるが、

原型となったこの産業革命期の労働運動研究を読

めば、素朴な疎外・矛盾仮説をシステム論の理論

枠組によって洗練させ、合理化のプロセスの中に

社会運動を位置づけた最初の理論家であることが

理解できるのである。しかしまた、社会システム

を一定の価値観に支えられた不変の機能体系であ

ると前提するがゆえに、のちに批判を受けること

になる。

1964年には、チャールズ・ティリーが『ヴァ

ンデ』というフランス革命期の反革命戦争の歴史

社会学的研究を出版している。ティリーの場合、

一般理論を歴史に適用するというスタイルとは異

なり、コミュニティ単位の詳細な共時的および通

時的な比較を重ねながら分析する方法をとるの

で、その背後にある理論が明示されているわけで

はない。しかし彼の研究のユニークなところは、

近代化にともなう構造変動を集権化ととらえ、新

たな社会集団の分化というより既成集団における
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関係および形態の変化ととらえる点（すなわちネ

ットワーク的視点）にある。たとえば、人口が集

中しコミュニケーションが緊密な地域において

は、経済の市場志向が強く、ブルジョワ層が形成

されやすく、封建エリートであった僧侶や貴族の

ヘゲモニーが弱まり、革命政府への支持が強まっ

ていく。反対に、人口が分散している地域におい

ては農民層とブルジョワ層が分離し、小作農民た

ちは教会を基盤にしてブルジョワ層に反発し反革

命勢力を形成していく。革命は階級対立から生ま

れたというよりは、資本主義の各コミュニティへ

の浸透のしかたの違いによって多様に党派形成が

おこなわれ、そこから革命政府への集権化と反発

が生まれていった。そして、集権化がおこると必

然的に政治的領域の中に中心と周辺という格差が

生まれ、近代における政治過程と運動過程を決定

づけるのである。

さらに 1975年に、『反乱の世紀：1830−1930』

という共同研究を発表し、ティリーはフランスに

おいて社会運動がどのように変容したかをより長

い時間の幅で分析している。たとえば、18世紀

後半の大革命当時までの社会運動は、国王が巨大

な軍や官僚制をパリにおいて維持するために食糧

の全国市場を統制したことに反発する食糧暴動を

主な形態としていた。それが 19世紀半ばになる

と普通選挙権や結社の自由がみとめられ、交通や

コミュニケーションが発達して、人々の政治生活

が全国化する。民主主義への参加が拡大すること

によって政治は不安定化するが、軍隊とともに国

家の官僚制は安定し完成され、対する社会運動も

ストライキが合法化されて、より大規模で計画的

かつ目的の明確なものになっていく。そして 1968

年の五月革命を、学生の労働者に対する影響力、

共産党への反発、自主管理の要求などの特徴をあ

げながら、ティリーは、教育や社会保障にまでお

よぶ国家装置の統合と操作に抵抗する新たな社会

運動の形態と位置づけている。

経済決定論を批判し、領域間の相互作用を重視

するシステム論的スタンスにおいて、ティリーは

スメルサーと共通点をもつが、スメルサーが社会

システムを国民国家の版図と重ね合わせているの

に対して、ティリーは国家と資本主義とネットワ

ークを固有の論理と領域をもつ別々のシステムに

分節化することによって歴史社会学的研究の展開

に大きな影響を及ぼすことになった。また「動

員」や「ネットワーク」という概念を運動理論に

導入した点もその後の社会運動理論を先取りする

ものである。

運動理論の領域仮説が転換するのに大きな影響

をあたえたもう一人が、イマニュエル・ウォーラ

ーステインである。1974 年から刊行が始まる

『近代世界システム』研究において、彼は 16世紀

以降の資本主義を、世界帝国から世界経済へと転

換した「世界システム」ととらえ、中枢、半周

辺、周辺の国際的分業の構造から先進地域の興亡

と周辺地域の植民地状況を歴史的に分析する。ウ

ォーラーステインはマルクス主義的な経済決定論

者と見なされることが多いが、帝国主義的な集権

化ではなく、むしろ中枢国の自由かつ効率的な多

極主義こそが世界システムの覇権を握る上で重要

だとする独自の視点をもっている。また彼は、世

界システムの変革を目指す社会運動を「反システ

ム運動」と総称しているが、1960年代後半の経

済先進諸国における新左翼運動および新しい社会

運動の発生を大きな転換点とする認識をティリー

と共有する。両者の理論スタンスは異なるもの

の、モダニティを近代国家と資本主義の共存関係

として把握し、ともに「1968年」を共存関係を

支えてきた「リベラリズム」の潮目としている点

は非常に示唆的である。
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4. 2 個人主義的運動理論への転換

1977年には、ジョン・マッカーシーとメイヤ

ー・ゾールドの二人による「資源動員と社会運

動：部分的理論」が発表される。これが後に資源

動員論と呼ばれる運動理論のマニフェスト的論文

となる。その主旨は、社会運動の実践家が自らの

戦術の妥当性を判断する際に役立つような理論の

提示であり、社会科学における従来の理論にリア

リティを与えようというものである。そして、社

会運動の発生を理解するためには、参加者の不満

や餝奪を強調する社会心理学的な理論ではなく、

政治社会学的および経済学的な理論に依拠すべき

であると主張する。彼らによれば、運動が有効に

組織化され、エリート集団がもつ権力と資源を獲

得できれば、運動への支持を生むに十分な程度の

不満はどの社会にもいつでも存在する。運動の実

践の中で不満は作り出され操作されるものでさえ

あるという。政治・経済理論に依拠するほうが社

会心理学的アプローチよりも実践的リアリティが

あるという彼らの主張はあまりにも断定的であ

り、実践および実証に耐えうる理論ということを

重視するのであれば、むしろそれぞれの理論の折

衷というところに行き着かざるを得ないだろう。

では、資源動員論の基底にある領域仮説はどの

ようなものであろうか。政治社会学的な面を強調

するならばそれはティリー流の権力・再配分仮説

ということになるだろう。社会運動の支持基盤は

どこにあるのか、それは必ずしも問題当事者では

なく、運動に資金と便益と労力を供給する人々で

ある。社会運動の戦略と戦術はなにか、それは運

動と権力との相互作用だけでなく、支持者の動

員、運動の周囲にいる人々の態度を変化させる広

報活動などである。さらに運動の環境として、コ

ミュニケーションメディアの利用可能性、豊かさ

の水準、制度への接近可能性、既存のネットワー

クなどがあげられる。すなわち、運動は環境を利

用しながらも、支持基盤を固めつつ、他の主体と

相互作用し資源を動員する。たしかに社会運動を

そのように多面的に分析することはそれまで十分

に行われていなかったし、綿密な比較研究をおこ

なう上で不可欠な方法であろう。しかし、資源動

員論としての理論的オリジナリティがそこにある

かとあらためて問うならば、やはり否定的になら

ざるを得ない。

他方、資源動員論は経済学理論の応用としての

側面も持っている。そこでは、社会運動とは社会

の報酬分配を変えたいという選好であり、社会運

動組織とはその選好を目的とする公式的組織であ

ると考えられる。また選好を最も幅広く括り、複

数の社会運動組織によって社会運動インダストリ

ーがつくられ、すべての社会運動インダストリー

から社会運動セクターがそれぞれ構成される。い

わばそれは、運動組織（すなわち企業）の目標を

製品にみたて、運動への支持を需要として扱う、

市場経済のアナロジーによって、社会運動を理論

化しようというものだった。そして資源動員論者

が理論の骨格にしているのが、マンカー・オルソ

ンの『集合行為論』のような、合理的選択アプロ

ーチと呼ばれる経済学理論なのである。社会運動

の目的は集合財（公共財）であるから、その達成

に貢献しようとすまいと、いったん目的が達成さ

れると利害関係者すべてが利益を得ることができ

る。したがってすべての社会運動組織にはフリー

ライダー問題が発生するので、参加者には個別の

利益（選択的誘因）を供給しないと組織が成立し

ないはずである。運動参加者も、費用・便益を合

理的に計算して組織に参加するからである。

実際の社会運動組織の運営に「選択的誘因」を

適用しようとするならば、かなりの概念の拡張が

必要となるから、資源という貨幣的なアナロジー

を用いることの意義は薄れてしまう。経済学理論

の応用としての資源動員論にもそれほどの革新性
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を見いだすことはできない。しかし領域仮説から

見るならば、資源動員論はそれまでの社会運動理

論（旧左翼理論）からの大きな転換であった。旧

左翼理論はすべて集合的連帯を前提にしつつ、経

済的隷属や差別・偏見からの解放を最重要視する

リベラリズムを基調にしていた。そして国家によ

る富の再配分や地域の相互扶助を肯定した。それ

に対して、資源動員論は政府の介入や再配分を否

定しないまでも重要視せず、むしろ個人の選択の

自由や競争の実現を優先する新自由主義に近い。

彼らは自らがたてた社会変革の目的を達成するた

めに、どのような方法が有効なのか、いかなる資

源を動員できるのかを問題の中心にする。それは

社会運動家というよりは、むしろ社会的企業家に

近いスタンスといえるだろう。

5 グローバル・ネットワーク社会への展望

現在の運動理論は、半世紀にわたる歴史社会学

の蓄積による多極的な世界観と、資源動員論に始

まる個人主義的な方法論を軸として展開されてい

る。また実際に展開する運動をみれば、イデオロ

ギーや「大義」によるのではなく、それぞれの運

動としてのアイデンティティ（あるいはミッショ

ン）を重んじて「自分たちがやれることを追求し

よう」という実際的な志向が高まっている（アイ

デンティティ・動員仮説。）組織形態としても、

かつてのセクトや組合中心より、NPO や NGO

が主流になってきている。すなわち、非営利（非

配分）かつ非政府を原則として、まだ萌芽的では

あるが、ボランタリズムによる独自のセクターを

築きつつある。資源動員論の登場は、それまでの

社会運動の文脈の中では違和感を感じさせたに違

いないが、社会運動セクターの現状から見れば、

むしろ理論が時代を先取りしていたともいえるだ

ろう。さらにそれはグローバルにも応用されつつ

ある。

NPO や NGO の形をとった社会運動が広がる

背景には、組織および人間関係のあり方、コミュ

ニケーションの手段、さらには運動に対峙する政

府や制度のあり方、つまり資源動員のインフラス

トラクチャーの大きな変化がある。特にインター

ネットや携帯電話が発達し、かつては運動の中で

多くの時間と労力を割かねばならなかった「地道

な組織づくり」（コミュニケーションの回路）は

軽減されるとともに変質していった。組織的活動

に必要な時間と労力の比重が大きいと「オルソン

問題」は不可避であるが、集合財としての情報

は、コミュニケーションの双方向化により運動へ

の参加者を飛躍的に増大させた。資源動員流にい

えば、動員力の大きな情報とは、文化の壁を破る

普遍的価値観であるか、他者との差異によって生

まれる強い意味である。圧倒的に大きな武力に

「弱さ」がもつ固有の意味によって対抗すること

が情報メディア社会においては可能になる。

社会のメディア化の中で、ネットワークおよび

グローバライゼーションの理論を社会運動の理論

にどのように取り込んでいくか、1980年代から

様々な模索が続いている。そこで最後に筆者の展

望を述べておきたい。合理的近代における社会運

動とはシステム（ある価値に支えられた関係の構

造）の変革を志向する集合的行為であり、新たな

システムを築き新たに秩序を形成することによっ

てその目的は達成された。しかし、再帰的近代に

おいては、国家の主権の境界は曖昧化し、メディ

アに包摂され私化された政治空間は公共性を維持

しにくくなっている。グローバルな金融市場がコ

アとなった経済は情報化とともに不確実性が高ま

り、古典派経済学が想定したような市場の均衡や

秩序ももはや不可能である。したがって、一般的

に想定される「変革すべき構造」を可視化するこ

とは非常に困難であり、リスク社会論や自己組織

性論がいうように、変革の方向を逆転させ、個人
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の行為によって構造をつくりだし、内側から「ゆ

らぎ」を起こして運動の文脈をつくりだしていく

ほかない。

そのために有効な行動と組織の原理がネットワ

ークであると筆者は考える。合理的近代において

一義的に定義されたメッセージと行為は、そのま

までは互いの差異にしたがって細分化するしかな

い。他方、共同体においては両義性を共有できる

ような文脈が存在するが、そこには明確な集団の

境界がひかれている。現在おこっているグローバ

ライゼーションは、そのいずれでもない。合理的

なメッセージや行動様式は、メディアの中で高速

かつ広範囲に伝わっていく。しかしそれがそれぞ

れの場で受け入れられるのは、場に合わせたロー

カライゼーションという再解釈、すなわち異なっ

た文脈の中で新たな意味づけが行われるからであ

る。このような越境と再解釈を同時に可能にする

原理がネットワークの特質ではないかと考えられ

る。市民みずからが「普遍」と信じる価値を越境

させ、「ゆらぎ」をおこしつつ新たな文脈の中に

投げかける行為こそ、再帰的近代における社会運

動といえる（市民・ネットワーク仮説。）

しかし、市民的価値のネットワークがグローバ

ル化にともなって浸透するほど、再帰的な原初主

義・原理主義の反発も強まる。市民的ネットワー

クは再び集合化され、新たな「コミュニティ」と

公共性の構築の必要に迫られている。ここで、日

本における社会運動史をふり返るならば、原初主

義・原理主義側からも、市民的ネットワーク側か

らも、「自然」および「環境」を公共性の根拠と

してきたことが独自性としてあげられる。それは

合理的近代と再帰的近代を同時に駆け抜けた日本

社会が社会学と運動理論に投げかけるメッセージ

である。
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